
2002年日朝平壌宣言　
2002年9月17日、小泉首相（当時）が、電撃的に平壌を訪問し、金正日委員

長と日朝首脳会談を行い、日朝平壌宣言を発表した。この宣言は、日本の植民
地支配の過去についての謝罪と清算、拉致問題などの解決、北東アジアの平
和と安定への取り組みなど、包括的な内容を盛り込んでいる。今日において
も日朝関係の正常化交渉の出発点となりうる合意文書である。

❖日朝平壌宣言❖

　小泉純一郎日本国総理大臣と金正日朝鮮民主主義人民共和国国防委員長は、2002年9月17日、
平壌で出会い会談を行った。
　両首脳は、日朝間の不幸な過去を清算し、懸案事項を解決し、実りある政治、経済、文化的関係を樹
立することが、双方の基本利益に合致するとともに、地域の平和と安定に大きく寄与するものとな
るとの共通の認識を確認した。
1．�双方は、この宣言に示された精神及び基本原則に従い、国交正常化を早期に実現させるため、あ

らゆる努力を傾注することとし、そのために2002年10月中に日朝国交正常化交渉を再開する
こととした。

　双方は、相互の信頼関係に基づき、国交正常化の実現に至る過程においても、日朝間に存在する諸
問題に誠意をもって取り組む強い決意を表明した。
2．�日本側は、過去の植民地支配によって、朝鮮の人々に多大の損害と苦痛を与えたという歴史の事

実を謙虚に受け止め、痛切な反省と心からのお詫びの気持ちを表明した。
　双方は、日本側が朝鮮民主主義人民共和国側に対して、国交正常化の後、双方が適切と考える期間
にわたり、無償資金協力、低金利の長期借款供与及び国際機関を通じた人道主義的支援等の経済協
力を実施し、また、民間経済活動を支援する見地から国際協力銀行等による融資、信用供与等が実施
されることが、この宣言の精神に合致するとの基本認識の下、国交正常化交渉において、経済協力の
具体的な規模と内容を誠実に協議することとした。
　双方は、国交正常化を実現するにあたっては、1945年8月15日以前に生じた事由に基づく両国
及びその国民のすべての財産及び請求権を相互に放棄するとの基本原則に従い、国交正常化交渉に
おいてこれを具体的に協議することとした。
　双方は、在日朝鮮人の地位に関する問題及び文化財の問題については、国交正常化交渉において
誠実に協議することとした。
3．�双方は、国際法を遵守し、互いの安全を脅かす行動をとらないことを確認した。また、日本国民の

生命と安全にかかわる懸案問題については、朝鮮民主主義人民共和国側は、日朝が不正常な関係
にある中で生じたこのような遺憾な問題が今後再び生じることがないよう適切な措置をとるこ
とを確認した。

4．�双方は、北東アジア地域の平和と安定を維持、強化するため、互いに協力していくことを確認した。
　双方は、この地域の関係各国の間に、相互の信頼に基づく協力関係が構築されることの重要性を
確認するとともに、この地域の関係国間の関係が正常化されるにつれ、地域の信頼醸成を図るため
の枠組みを整備していくことが重要であるとの認識を一にした。
　双方は、朝鮮半島の核問題の包括的な解決のため、関連するすべての国際的合意を遵守すること
を確認した。また、双方は、核問題及びミサイル問題を含む安全保障上の諸問題に関し、関係諸国間
の対話を促進し、問題解決を図ることの必要性を確認した。
　朝鮮民主主義人民共和国側は、この宣言の精神に従い、ミサイル発射のモラトリアムを2003年
以降も更に延長していく意向を表明した。
　双方は、安全保障にかかわる問題について協議を行っていくこととした。
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日本国総理大臣　　　　　朝鮮民主主義人民共和国国防委員会委員長
小泉　純一郎　　　　　　金　正日

出典：外務省HP https://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_koi/n_korea_02/sengen.html
アクセス日：2021年4月15日

7. 2005年6か国共同声明
2003年8月に始まった朝鮮半島の非核化に関する6か国協議で合意され

た重要な成果文書であり、現在も典拠されるべきものである。6か国とは、中国、
朝鮮民主主義人民共和国（DPRK）、日本、韓国、ロシア、米国である。北朝鮮が
求めた「約束対約束、行動対行動」の原則（第5項目）が述べられている。しばし
ば「9.19共同声明」とも呼ばれる。

❖第4ラウンド6か国協議で採択された共同声明（抜粋）❖
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（前略）朝鮮半島及び北東アジア地域全体の平和と安定のため、6か国は、相互尊重及び平等の精

神の下、過去3回の会合における共通の理解に基づいて、朝鮮半島の非核化に関する真剣かつ実務

的な協議を行い、この文脈において、以下のとおり意見の一致をみた。

1. 6か国は、6か国協議の目標は、平和的な方法による、朝鮮半島の検証可能な非核化であることを

一致して再確認した。

　朝鮮民主主義人民共和国は、すべての核兵器及び既存の核計画を放棄すること、並びに、核兵器

不拡散条約及びIAEA保障措置に早期に復帰することを約束した。

　アメリカ合衆国は、朝鮮半島において核兵器を有しないこと、及び、朝鮮民主主義人民共和国に

対して核兵器又は通常兵器による攻撃又は侵略を行う意図を有しないことを確認した。

　大韓民国は、その領域内において核兵器が存在しないことを確認するとともに、1992年の朝鮮

半島の非核化に関する共同宣言に従って核兵器を受領せず、かつ、配備しないとの約束を再確認

した。

　1992年の朝鮮半島の非核化に関する共同宣言は、遵守され、かつ、実施されるべきである。

　朝鮮民主主義人民共和国は、原子力の平和的利用の権利を有する旨発言した。他の参加者は、こ

の発言を尊重する旨述べるとともに、適当な時期に、朝鮮民主主義人民共和国への軽水炉提供問

題について議論を行うことに合意した。

2. 6か国は、その関係において、国連憲章の目的及び原則並びに国際関係について認められた規範

を遵守することを約束した。

朝鮮民主主義人民共和国及びアメリカ合衆国は、相互の主権を尊重すること、平和的に共存する

こと、及び二国間関係に関するそれぞれの政策に従って国交を正常化するための措置をとるこ

とを約束した。

朝鮮民主主義人民共和国及び日本国は、平壌宣言に従って、不幸な過去を清算し懸案事項を解決

することを基礎として、国交を正常化するための措置をとることを約束した。

3. �6か国は、エネルギー、貿易及び投資の分野における経済面の協力を、2国間又は多国間で推進す

ることを約束した。（略） 

2005年9月19日　北京

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

132132

第
４
章
◉
核
軍
縮
・
不
拡
散
：
朝
鮮
半
島


